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（別紙４） 

関連法令の定め 

 

１ 新型インフルエンザ等対策特別措置法 

（目的） 

第１条 この法律は、国民の大部分が現在その免疫を獲得していないこと等から、

新型インフルエンザ等が全国的かつ急速にまん延し、かつ、これにかかった

場合の病状の程度が重篤となるおそれがあり、また、国民生活及び国民経済

に重大な影響を及ぼすおそれがあることに鑑み、新型インフルエンザ等対策

の実施に関する計画、新型インフルエンザ等の発生時における措置、新型イ

ンフルエンザ等まん延防止等重点措置、新型インフルエンザ等緊急事態措置

その他新型インフルエンザ等に関する事項について特別の措置を定めること

により、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十

年法律第百十四号。以下「感染症法」という。）その他新型インフルエンザ

等の発生の予防及びまん延の防止に関する法律と相まって、新型インフルエ

ンザ等に対する対策の強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生時に

おいて国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす

影響が最小となるようにすることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 新型インフルエンザ等 感染症法第六条第七項に規定する新型インフル

エンザ等感染症（第六条第二項第二号イにおいて単に「新型インフルエン

ザ等感染症」という。）、感染症法第六条第八項に規定する指定感染症

（第十四条の報告に係るものに限る。）及び感染症法第六条第九項に規定
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する新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに限る。）を

いう。 

二 新型インフルエンザ等対策 第十五条第一項の規定により同項に規定す

る政府対策本部が設置された時から第二十一条第一項の規定により当該政

府対策本部が廃止されるまでの間において、国民の生命及び健康を保護

し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにするた

め、国、地方公共団体並びに指定公共機関及び指定地方公共機関がこの法

律及び感染症法その他の法律の規定により実施する措置をいう。 

三 新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置 第三十一条の四第一項の

規定による公示がされた時から同条第四項の規定により同条第一項に規定

する事態が終了した旨の公示がされるまでの間において、国民の生命及び

健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるよ

うにするため、国及び地方公共団体がこの法律の規定により実施する措置

をいう。 

（国、地方公共団体等の責務） 

第３条  

４ 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、第十八条第一

項に規定する基本的対処方針に基づき、自らその区域に係る新型インフルエ

ンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、及び当該地方公共団体の区域において

関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有

する。 

（基本的人権の尊重） 

第５条 国民の自由と権利が尊重されるべきことに鑑み、新型インフルエンザ等対

策を実施する場合において、国民の自由と権利に制限が加えられるときであ

っても、その制限は当該新型インフルエンザ等対策を実施するため必要最小

限のものでなければならない。 
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（基本的対処方針） 

第１８条 政府対策本部は、政府行動計画に基づき、新型インフルエンザ等への基

本的な対処の方針（以下「基本的対処方針」という。）を定めるものとす

る。 

２ 基本的対処方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 新型インフルエンザ等の発生の状況に関する事実 

二 当該新型インフルエンザ等への対処に関する全般的な方針 

三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する重要事項 

（新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置の公示等） 

第３１条の４ 政府対策本部長は、新型インフルエンザ等（国民の生命及び健康に

著しく重大な被害を与えるおそれがあるものとして政令で定める要件に該当

するものに限る。以下この章及び次章において同じ。）が国内で発生し、特

定の区域において、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがあ

る当該区域における新型インフルエンザ等のまん延を防止するため、新型イ

ンフルエンザ等まん延防止等重点措置を集中的に実施する必要があるものと

して政令で定める要件に該当する事態が発生したと認めるときは、当該事態

が発生した旨及び次に掲げる事項を公示するものとする。 

一 新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置を実施すべき期間 

二 新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置を実施すべき区域 

三 当該事態の概要 

４ 政府対策本部長は、第一項の規定による公示をした後、新型インフルエン

ザ等まん延防止等重点措置を実施する必要がなくなったと認めるときは、速

やかに、同項に規定する事態が終了した旨を公示するものとする。 

５ 政府対策本部長は、第一項又は第三項の規定による公示をしたときは、基

本的対処方針を変更し、第十八条第二項第三号に掲げる事項として当該公示
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の後に必要とされる新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置の実施に関

する重要な事項を定めなければならない。 

（感染を防止するための協力要請等） 

第３１条の６ 都道府県知事は、第三十一条の四第一項に規定する事態において、

国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある同項第二号に掲げ

る区域（以下この条において「重点区域」という。）における新型インフル

エンザ等のまん延を防止するため必要があると認めるときは、新型インフル

エンザ等の潜伏期間及び治癒までの期間並びに発生の状況を考慮して当該都

道府県知事が定める期間及び区域において、新型インフルエンザ等の発生の

状況についての政令で定める事項を勘案して措置を講ずる必要があると認め

る業態に属する事業を行う者に対し、営業時間の変更その他国民生活及び国

民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある重点区域における新型インフルエ

ンザ等のまん延を防止するために必要な措置として政令で定める措置を講ず

るよう要請することができる。 

２ 都道府県知事は、第三十一条の四第一項に規定する事態において、当該都

道府県の住民に対し、前項の当該都道府県知事が定める期間及び区域におい

て同項の規定による要請に係る営業時間以外の時間に当該業態に属する事業

が行われている場所にみだりに出入りしないことその他の新型インフルエン

ザ等の感染の防止に必要な協力を要請することができる。 

３ 第一項の規定による要請を受けた者が正当な理由がないのに当該要請に応

じないときは、都道府県知事は、国民生活及び国民経済に甚大な影響を及ぼ

すおそれがある重点区域における新型インフルエンザ等のまん延を防止する

ため特に必要があると認めるときに限り、当該者に対し、当該要請に係る措

置を講ずべきことを命ずることができる。 

４ 都道府県知事は、第一項若しくは第二項の規定による要請又は前項の規定

による命令を行う必要があるか否かを判断するに当たっては、あらかじめ、
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感染症に関する専門的な知識を有する者その他の学識経験者の意見を聴かな

ければならない。 

５ 都道府県知事は、第一項の規定による要請又は第三項の規定による命令を

したときは、その旨を公表することができる。 

（事務の区分） 

第７４条 この法律の規定により地方公共団体が処理することとされている事務（都

道府県警察が処理することとされているものを除く。）は、地方自治法第二条

第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

第８０条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、二

十万円以下の過料に処する。 

一 第三十一条の六第三項の規定による命令に違反したとき。 

 

２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成２５年４月１２日号外政令第

１２２号） 

（新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置を集中的に実施すべき事態の要件） 

第５条の３ 法第三十一条の四第一項の新型インフルエンザ等についての政令で定

める要件は、当該新型インフルエンザ等にかかった場合における肺炎、多臓

器不全又は脳症その他厚生労働大臣が定める重篤である症例の発生頻度が、

感染症法第六条第六項第一号に掲げるインフルエンザにかかった場合に比し

て相当程度高いと認められることとする。 

２ 法第三十一条の四第一項の新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置を

集中的に実施すべき事態についての政令で定める要件は、当該新型インフル

エンザ等まん延防止等重点措置を集中的に実施しなければ、同項の特定の区

域（以下この項において単に「特定の区域」という。）が属する都道府県に

おける新型インフルエンザ等感染症の患者及び無症状病原体保有者（感染症

法第六条第十一項に規定する無症状病原体保有者をいう。以下この項におい
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て同じ。）、感染症法第六条第八項に規定する指定感染症（法第十四条の報

告に係るものに限る。）の患者及び無症状病原体保有者又は感染症法第六条

第九項に規定する新感染症（全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものに

限る。）の所見がある者（以下「感染症患者等」という。）の発生の状況、

当該都道府県における感染症患者等のうち新型インフルエンザ等に感染し、

又は感染したおそれがある経路が特定できない者の発生の状況、特定の区域

における新型インフルエンザ等の感染の拡大の状況その他の新型インフルエ

ンザ等の発生の状況を踏まえ、当該都道府県において新型インフルエンザ等

の感染が拡大するおそれがあると認められる場合であって、当該感染の拡大

に関する状況を踏まえ、当該都道府県の区域において医療の提供に支障が生

ずるおそれがあると認められるときに該当することとする。 

（法第三十一条の六第一項の政令で定める事項） 

第５条の４ 法第三十一条の六第一項の政令で定める事項は、業態ごとの感染症患

者等の数、感染症患者等のうち同一の事実に起因して感染した者の数その他

の感染症患者等の発生の状況又は新型インフルエンザ等の発生の動向若しく

は原因とする。 

（重点区域におけるまん延の防止のために必要な措置） 

第５条の５ 法第三十一条の六第一項の政令で定める措置は、次のとおりとする。 

一 従業員に対する新型インフルエンザ等にかかっているかどうかについて

の検査を受けることの勧奨 

二 当該者が事業を行う場所への入場（以下この条において単に「入場」と

いう。）をする者についての新型インフルエンザ等の感染の防止のための

整理及び誘導 

三 発熱その他の新型インフルエンザ等の症状を呈している者の入場の禁止 

四 手指の消毒設備の設置 

五 当該者が事業を行う場所の消毒 
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六 入場をする者に対するマスクの着用その他の新型インフルエンザ等の感

染の防止に関する措置の周知 

七 正当な理由がなく前号に規定する措置を講じない者の入場の禁止 

八 前各号に掲げるもののほか、法第三十一条の四第一項に規定する事態に

おいて、新型インフルエンザ等のまん延の防止のために必要な措置として

厚生労働大臣が定めて公示するもの 

 

３ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年１０月２

日号外法律第１１１４号） 

（定義等） 

第６条  

６ この法律において「五類感染症」とは、次に掲げる感染性の疾病をいう。 

一 インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を

除く。） 

７ この法律において「新型インフルエンザ等感染症」とは、次に掲げる感染性

の疾病をいう。 

三 新型コロナウイルス感染症（新たに人から人に伝染する能力を有すること

となったコロナウイルスを病原体とする感染症であって、一般に国民が当該

感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国的かつ急

速なまん延により国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある

と認められるものをいう。） 

以 上  
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